
（単位：円）

科 目 金 額 科 目 金 額

 流　動　資　産 1,546,014,749  流　動　負　債 109,168,163

現 金 ・ 預 金 1,209,319,209 預 り 金 708,529

前 払 費 用 1,745,113 契 約 負 債 29,958,470

未 収 入 金 180,091,241 未 払 金 11,456,871

未 収 委 託 者 報 酬 154,848,568 未 払 代 行 手 数 料 30,973,582

仮 払 金 10,363 未 払 費 用 2,736,234

そ の 他 255 未 払 助 言 手 数 料 11,612,077

未 払 法 人 税 等 5,920,900

未 払 消 費 税 等 5,888,500

役 員 賞 与 引 当 金 1,484,000

 固　定　資　産 32,000,448 賞 与 引 当 金 8,429,000

 （有形固定資産） (4,960,354)  固　定　負　債 13,801,000

建 物 付 属 設 備 320,214 役員退職慰労引当金 3,188,000

器 具 ・ 備 品 4,640,140 退 職 給 付 引 当 金 10,613,000

 （無形固定資産） (466,584)

電 話 加 入 権 466,584 負 債 の 部 合 計 122,969,163

 （投資その他の資産） (26,573,510)

投 資 有 価 証 券 9,977,076  株　主　資　本 1,455,061,967

長 期 差 入 保 証 金 7,714,400 資 本 金 120,000,000

繰 延 税 金 資 産 8,882,034 利 益 剰 余 金 1,919,771,567

   利益準備金 30,000,000

   その他利益剰余金 1,889,771,567

繰越利益剰余金 1,889,771,567

自 己 株 式 -584,709,600

 評価・換算差額等 -15,933

 その他有価証券評価差額金 -15,933

純 資 産 の 部 合 計 1,455,046,034

資 産 の 部 合 計 1,578,015,197 負債及び純資産の部合計 1,578,015,197

 　  （注）有形固定資産の減価償却累計額 円

第36期決算公告
2023年6月27日

中銀アセットマネジメント株式会社

貸　 借　 対　 照　 表
（ 2023 年 3 月 31 日  現在 ）

資 産 の 部 負 債 の 部

純 資 産 の 部

16,680,590
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【重要な会計方針に係る事項】

　　(１)有価証券の評価基準及び評価方法　

　　　その他有価証券

　　　①時価のあるもの

　　　②時価のないもの

　　(２)固定資産の減価償却方法

　　　①有形固定資産

　  建物付属設備　　　 　　　3年～15年

　  器具・備品　　　　　　　 4年～20年

　　　②無形固定資産

　　(３)引当金の計上基準

 　   ①貸倒引当金 該当事項はありません。

 　   ②賞与引当金

　    ③役員賞与引当金

　 　 ④退職給付引当金

      ⑤役員退職慰労引当金
ける必要額を計上しております。

　　(４)収益及び費用の計上基準

　　　顧客との取引に係る収益の計上方法

　　　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）及び「収益認識に関す

　　　る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号2021年３月26日）を適用しており、約

　　　束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取る

　　　と見込まれる金額で収益を認識しております。

 　   ①委託者報酬 委託者報酬は当社が運用するファンドに係る信託報酬で、ファ
ンドの日々の純財産総額に一定率を乗じて算出された報酬金額
を、役務を提供し、かつ当該金額が明らかになったときに計上
しております。

 　   ②運用受託報酬 運用受託報酬は当社が請け負う投資一任契約に係る報酬で、顧
客との投資顧問契約で定める受託資産額、投資顧問報酬率、計
算期間により算出された報酬金額を、役務を提供し、かつ当該
金額が明らかになったときに計上しております。

　    ③投資助言報酬 投資助言報酬は投資顧問契約に基づき、助言を行うことに係る
報酬で、顧客との契約で定める投資顧問報酬額、計算期間によ
り算出された報酬金額を、役務を提供し、かつ当該金額が明ら
かになったときに計上しております。

【当期純損益金額】
当期純利益
　（注） 記載金額は、千円未満の金額を切り捨てて表示しております。

従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当事

個　別　注　記　表
（自 2022年4月1日　至 2023年3月31日）

事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法

　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は　　　　　　　　　　　 　

　　移動平均法により算定）

移動平均法に基づく原価法

定率法

ただし、2016年4月1日以降に取得する建物付属設備及び構築

物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

定額法

：  1,048,481千円

業年度に帰属する額を計上しております。
役員への賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当事業
年度に帰属する額を計上しております。
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給
付債務の見込額に基づき、必要額を計上しております。
役員への退職慰労金の支払いに備えるため、当事業年度末にお
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